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はじめに 

 

 
  
  

 

このたび、北九州市の平成２２年度予算案を策定しました。 

 新年度予算では、平成２１年度に引き続き、本市の基本構想・基本計画である「元気

発進！北九州」プランと行財政運営の基本方針である「北九州市経営プラン」を着実に

推進することとしています。 

 その中でも、本市を取り巻く経済社会情勢を踏まえ、特に重点的に取り組むべきポイ

ントを、「３つの柱」として整理しました。 

  

まず、１つ目は、「市民の生活を守る」です。 

 昨年は急激な経済・雇用情勢の悪化に加え、７月の豪雨災害や秋の新型インフルエン

ザの大流行など、市民生活が脅かされることが多く、近年になく、市民生活の安全・安

心の確保が重要な課題となっています。 

 このため、新年度予算では、経済・雇用対策、水害・震災対策等の各種事業を実施し、

市民生活の安全・安心を確保してまいります。 

  

２つ目は、「未来をひらく」です。 

 環境モデル都市である本市は、かつて甚大な公害を克服した経験や市内企業に蓄積さ

れている環境技術など、国内外のニーズに応えうる条件を有しているほか、経済成長著

しいアジア諸国に対して地理的に近いという強みもあります。 

 そこで、新年度予算では、こうした本市の優位性を最大限に活かすため、「環境」と

「アジア」をキーワードに、戦略的に各種事業を展開し、今後の本市の成長につなげて

まいります。 

 また、まちのにぎわいを創出するための各種事業や、将来の本市を担う子どもたちに

ついて、教育環境、子育て環境の充実を図ってまいります。 

 

３つ目は、「持続可能な財政を確立する」です。 

 都市の発展には、安定した財政の確立が不可欠です。本市は、「北九州市経営プラン」

に基づき、財政再建に取り組んでいるところであり、平成２２年度は集中取組期間の最

終年度となります。 

 そこで、新年度予算では、平成２１年度に引き続き、１００億円規模の収支改善に取

り組むことによって、単年度収支の均衡を図り、持続可能な財政の確立に道筋をつけて

まいります。 

   

このように、平成２２年度予算案は、財政再建を着実に進める一方、市民生活を守り、

本市の成長戦略を盛り込んだ予算として、そのキャッチフレーズを「市民の生活を守り、

未来をひらく成長戦略予算」といたしました。 

 私は、現下の厳しい経済財政状況を、むしろこれからの本市発展のチャンスととらえ、

全力で取り組んでまいりたいと考えておりますので、市民の皆様のご理解とご協力をお

願い申し上げます。 

 

                       北九州市長 北橋 健治 

 

市民の生活を守り、未来をひらく成長戦略予算 
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Ⅰ 平成２２年度予算案の３つの柱 
 

１ 市民の生活を守る  
 

 引き続き厳しい状況にある経済・雇用情勢を踏まえ、投資的経費については、国の

公共事業費の減少が見込まれる中、市単独事業を上積みして事業量を確保するととも

に、中小企業の資金繰りを支援するための緊急経営安定資金について、貸付枠の増加、

貸付条件の拡充を行います。 

また、雇用対策としては、引き続き緊急雇用事業を実施するほか、雇用創出と産業

振興を図るための市単独の新規事業などを実施します。 

  さらに、昨年の豪雨災害を踏まえた水害対策をはじめ、震災対策やモラル・マナー

アップ等を推進し、市民生活の安全・安心の確保に努めます。 

  

 

◆主な事業と予算額《一部２１年度２月補正を含む、（ ）は前年度予算》 
 

（１）緊急経済・雇用対策 

 

①投資的経費の確保            ６４,９4８百万円（64,615 百万円） 

・ 国の公共事業の減少が見込まれる中、地域活性化・公共投資臨時交付金基金
を活用した市単独事業の上積みにより事業量を確保 

［市単独事業：対２１年度当初予算比＋１６億円（＋5.1％）］ 

・ 子育て、福祉、教育、身近な道路・公園などの市民生活密着型公共事業は前
年度より５０億円増加し、その構成比も２１年度当初予算比７．６ポイント

上昇 

      

②拡充 中小企業融資の増額と制度の拡充  ６５,５００百万円（62,530 百万円） 

・ ニーズの高い「緊急経営安定資金」を前年度より１２５億円増額し、制度改
正を実施 

融資限度額の引き上げ（4,000万円→8,000 万円） 

融資期間の延長（７年→１０年） 

 

③拡充 緊急的な雇用創出事業の実施 一部２１年度２月補正を含む      

５５8百万円（198百万円） 

・ 緊急雇用やふるさと雇用事業の実施 
（新規雇用創出効果344名） 

・ このほかに、今春高校を卒業する生徒等に対し、企業への派遣による研修等
を実施し、スキルアップと就職を支援（新規雇用創出効果50名） 

 

④新規 「知恵と工夫で雇用創出！」支援事業           ３０百万円 

・ 新規事業等を実施する市内民間事業者が、市内の求職者を新たに正規雇用す
る場合、雇用人数に応じた補助金を交付 

・ ２ヵ年で約１００名の新規雇用を創出 
 



 - 3 -

（２）水害や震災対策、モラル・マナーアップなどの市民生活の安全・安心対策 

    

①新規 緊急的な浸水対策の実施                  ２,１８０百万円 

（他に債務負担285百万円） 

・ 昨年７月の豪雨による浸水被害の発生箇所において、河川・下水道施設の緊
急整備を実施 

・ 災害時に活用する河川情報システムの整備などを推進 
 

②新規 災害対策の強化                          ３５百万円 

・ 平成２１年７月の豪雨災害を踏まえ、資機材の充実や区対策部をはじめとし
た防災体制を強化 

・ 地域の消防・防災活動に従事する消防団員の処遇改善等の実施  

 

③新規・継続 学校等市有建築物耐震化推進事業  １,６１５百万円（965百万円） 

・ 市の耐震改修促進計画に基づき、耐震診断などを行い、耐震化を推進 
 

④拡充 モラル・マナーアップの推進             ４８百万円（34百万円） 

・ 迷惑行為防止重点地区の追加・地区拡大 
・ 迷惑行為防止活動推進地区の指定及び支援の実施 
・ 迷惑行為防止重点地区における巡視活動の実施  

                                                                               
⑤拡充 おでかけ交通事業               １８百万円（9百万円） 

・ 従来の車両購入費等の助成に加え、新たに運行経費を助成するほか、試験運
行経費の一部を助成 

 

 

２ 未来をひらく 
 

本市の強みを活かした成長戦略を推進するため、本市の公害克服の経験や市内企業に

蓄積された環境技術を活用し、環境モデル都市としての本市の発展に資する事業を展開

します。加えて、本市の地理的優位性を活かし、経済成長著しいアジアへのゲートウェ

イ機能を高めるための事業を展開するなど、本市の中長期的な成長につながる事業を展

開してまいります。 

 また、まちのにぎわいを創出するための各種事業を実施するほか、子育て支援や子ど

もたちの教育環境の充実を図ることにより、本市の未来を担う人材の育成にも注力して

いきます。 

 

（１）地球温暖化対策や先進技術などを活かした産業の活性化 

 

①新規 「八幡東田スマートコミュニティ構想」推進事業       7 百万円 

・ 東田地区で、エネルギー基盤と ICT 基盤を融合させたスマートグリッドを構
築するとともに地域産業の振興にもつなげるため、地域推進協議会を設置 

 

②拡充 環境モデル都市アクションプラン推進事業       25 百万円（7百万円） 

・ 市民等への支援制度や、低炭素都市推進協議会等の仕組みを活用した国・関
係機関への支援獲得のための働きかけを継続 

・ 併せて、国内外へのアピールを積極的に推進 
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③新規 環境・エネルギー技術革新企業集積特別助成金         １２０百万円 

・ 低炭素社会の実現に不可欠な温室効果ガスの削減に貢献する技術開発や製品
製造に取り組む企業の本市への集積を促すために、対象企業に対し助成金を

交付 

・ 設備投資に対する助成率７％ 
・ 研究開発施設の要件緩和、雇用助成の拡充 

 

④新規 地域グリーンニューディール基金活用事業         858 百万円 

・ 平成２１年９月補正で積み立てた地域グリーンニューディール基金を活用し、
公共施設等に太陽光パネルや LED照明を設置 

・ 広く低炭素社会づくりのPR（見える化、感じる化） 
 

⑤新規 低炭素社会総合学習システム（ＳｕｐｅｒＣＡＴ）関連事業 

一部再掲 １０７百万円 

・ 市内に多数ある環境学習施設を有機的に連携させ、周遊しやすいシステムを 
設置 

・ 市民が、低炭素社会づくりに必要とされる知識を総合的に学べるような環境
学習システムを構築 

 

 

（２）アジアのゲートウェイ機能を活かした国際戦略 

 

①新規 （仮称）アジア低炭素化センター創設事業          ３８百万円 

・ 環境技術や社会技術のアジア地域への積極的な移転を推進 
・ 新しい価値観や文化を創造する“アジアの低炭素革命”の拠点を目指し、国
内初となる「（仮称）アジア低炭素化センター」を創設 

                                      

②新規 東アジア経済連携・技術交流促進事業            １０百万円 

・ 「環黄海経済・技術交流会議」をはじめとする４つの国際会議を｢環境・エネ
ルギー｣という共通テーマで同時開催 

・ 「アジアの技術首都」「世界の環境首都」を目指す北九州市の環境関連産業を
強力にPRし、国際ビジネスを促進 

                                          

③新規 アジアゲートウェイ推進事業                    ５百万円 

・ 中国を中心に本市の地域資源を生かした総合プロモーションや受入体制の構
築等を実施 

 

④新規 （仮称）日中韓東アジア文学フォーラム in 北九州事業    ２０百万円 

・ 日中韓三ヶ国を代表する作家や詩人、文芸評論家などが参加する文学フォー
ラムを実施 

 

⑤新規 北九州空港大型貨物専用機就航支援事業         １７８百万円 

・ 北九州空港へ航空貨物の集積と貨物専用便の誘致を支援 
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（３）まちに活力を吹き込むにぎわいづくりの推進 

 

①新規 九州厚生年金会館開業準備等事業              ２２０百万円 

・ 舞台設備等の改修 
・ 平成２２年１０月にリニューアルオープンを記念してイベントを実施 

 

②継続 （仮称）北九州市漫画ミュージアム開設準備事業 ３９百万円（50百万円） 

・ 本市ゆかりの漫画家とその作品を中心に、漫画文化の拠点「（仮称）北九州市
漫画ミュージアム」の開設に向け準備推進 

 

③継続 黒崎副都心「文化・交流拠点地区」整備事業 ５２１百万円（38百万円） 

一部２１年度２月補正を含む （他に債務負担４百万円） 

・ ＰＦＩ事業による図書館、ホール、広場などの整備に向け、施設の設計など
を進め、年内に工事着手（平成２４年夏オープン予定） 

・ 図書館の貸出・閲覧用の資料を計画的に購入 
 

④新規 火野葦平没後50年記念事業                  １０百万円 

・ 火野葦平の没後 50 年を契機に、改めて本市ゆかりの芥川賞作家・火野葦平
の文学や人間像にふれる記念事業等を官民協働で実施 

 

 

（４）次世代を担う人材の育成  

 

①新規 子ども手当                    １６,２３３百万円 

・ 中学校修了までの子ども一人当たり月額１３，０００円を支給 
                                        

②拡充 乳幼児等医療費支給制度       ２,４３８百万円（2,291 百万円） 

・ 小学生期における入院医療費の自己負担への助成を３年生までから６年生ま
でに拡大（２２年１０月から実施） 

 

 ③拡充 保育所の適正配置             ２４６百万円（14百万円） 

・ 保育所が不足する地域に民間保育所の新規開設 
・ 施設の老朽改築と併せて公立保育所の民営化を推進 

 

④新規 未来をひらく学校づくり支援事業             １１２百万円 

・ あいさつ運動、読書活動、健康な体づくりを推進 
・ 各学校が新教育プランに沿って独自に企画・提案する取組みに対し支援 

 

⑤拡充 中学校完全給食実施事業        ２,２１７百万円（937百万円） 

      （他に債務負担1,782百万円） 

・ 平成23年 4月の全校（62校）実施に向けた施設整備及び運営費 
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３ 持続可能な財政を確立する 
 

平成２２年度は「北九州市経営プラン」における集中取組期間の最終年度であること

を踏まえ、２１年度に引き続き、１００億円規模の収支改善に取り組みます。これによ

り、単年度収支の均衡を図り、持続可能な財政の確立に道筋をつけます。 

 

（１）収支改善の取組み 

平成２２年度は、事務事業の見直しなど１０７億円の収支改善に取り組みます。 

  これにより、２１年度の取組額１０２億円と合わせ、集中取組期間（平成２１年度

～２２年度）における収支改善額は２０９億円となります。 

  

■歳 入 （４,４６２百万円）                   （効果額は一般会計・一般財源ベース）  

① 貸付金の繰上償還                   【９５３百万円】 

   工業用水道事業や土地開発公社への貸付金を繰上償還する。 

 ② 特別会計剰余金等の活用                【３,５０９百万円】 

   平成２２年度で廃止となる老人保健医療特別会計の剰余金等を活用する。 

 

■歳 出 （６,２２２百万円） 

  ① 職員数の削減等                   【１,８３５百万円】 

      平成２５年度の職員８，０００人体制を目指し、職員数の削減に取り組む。 

平成 2２年度は常勤職員（一般会計）１０３人を削減する。 

  ② 事務事業の見直し                  【３,１４４百万円】 

裁量的経費を見直し、経費の削減を図るほか、国際物流特区助成金の分割交 

付により財政負担の平準化を図るなど事務事業の見直しを行う。 

③ 投資的経費の抑制                  【１,２４３百万円】 

公債費の抑制等の観点から、投資的経費の市債と一般財源の合計額を対前年度

比７％削減。 

 

（２）財源調整用基金取崩しの抑制 

上記の収支改善に取り組むことにより、平成２２年度における財源調整用基金の

取崩額を、２１年度当初予算比１０４億円縮減し、９９億円に抑制します。 

   これにより、単年度収支の均衡の実現に目処を立て、「北九州市経営プラン」の

目指す「持続可能で安定した財政の確立」に道筋をつけることとします。 

 

■財源調整用基金取崩しの推移（当初予算） 
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単位：億円
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Ⅱ 平成 2２年度予算案の概要 
１ 予算案の規模等 

 

《全会計の予算規模》 

 

金　　額 伸　率

一般会計 532,875 517,236 15,639 3.0

普通特別会計 488,225 543,439 ▲ 55,214 ▲ 10.2

企業会計 116,207 126,187 ▲ 9,980 ▲ 7.9

合　　計 1,137,307 1,186,862 ▲ 49,555 ▲ 4.2

差　引（H22－H21）

（単位：百万円、％）

平成２2年度 平成２１年度

 
 

平成２２年度の一般会計の予算額は、子ども手当の新設などにより前年度より

１５６億円（3.0％）の増の５,３２９億円となりました。また、規模としては、平

成１６年度以降、６年ぶりに５,３００億円台の予算となりました。 

普通特別会計の予算額は、４,８８２億円で、公債償還特別会計の借換等の減少

（▲323 億円）や競輪、競艇特別会計の大規模なレース等の減（▲201 億円）

などにより、全体で昨年度より５５２億円減少しています。 

企業会計の予算額は、１,１６２億円で、上水道事業において、北部福岡緊急連

絡管整備事業や水道用水供給事業等の減（▲83 億円）が生じたことなどにより、

昨年度より１００億円の減となっています。 

    
 

<一般会計の予算規模の推移>

5,697 5,670

5,311 5,269 5,317 5,293
5,161

5,054
5,172

5,329

5,041

4,000

4,200

4,400

4,600

4,800

5,000

5,200

5,400

5,600

5,800

Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

年度

単位：億円

 
■一般会計の主な増減要因 

  増加要因                   22 年度 21年度 

   ・子ども手当           +16,233 (16,233←       0) 

   ・生活保護費                      +8,018 (43,573←35,555) 

  減少要因 

・児童手当            ▲6,108 (  1,268← 7,376) 

・公債償還特別会計繰出金      ▲4,479 (70,772←75,251)  
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２ 一般会計 

 

（１）歳 入 
   

ア 市税 

  

 ① 市税は、１，５８５億円（対21年度当初予算比３８億円の減、▲２．３％） 

 

    平成２２年度の市税収入は、景気低迷の影響による個人市民税の減収や企業収

益の悪化による法人市民税の大幅な減収が見込まれることなどから、前年度に比

べ▲３８億円（▲２．３％）の減となっています。 

 

  ② 税目別では次のとおりとなっています。 

   ◇ 個人市民税は、景気の低迷などにより納税義務者や所得の減少が見込まれる

ことなどから、対前年度比１１億円減の４６１億円（▲２．４％）。 

    

◇ 法人市民税については、景気低迷の影響による企業収益への影響などから

対前年度比３２億円減の１１６億円（▲２１．５％）。 

    

◇ 固定資産税・都市計画税は、土地は引き続き地価の下落により１０億円の
減、家屋は、新増築の増等により１０億円の増、償却資産は、設備投資の

増加により８億円の増。 

全体として、対前年度比８億円増の８５２億円（＋０．９％）。 

 

《市税の推移（当初予算ベース）》   
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イ 地方交付税等（地方交付税＋臨時財政対策債） 

 

地方交付税等は、８３０億円（対２１年度当初予算比９５億円の増、＋１２．９％） 

    

地方交付税は６２０億円で対 21 年度当初予算比３０億円の増、地方交付税の

振り替えである臨時財政対策債（元利償還金は後年度全額交付税措置）は２１０

億円で前年度に比べ６５億円の増、地方交付税等の合計では９５億円の増 

（＋１２．９％）となっています。 

    この地方交付税等の増加により、市税収入の減少（３８億円の減）や県税交付
金の減少（２６億円の減）等による一般財源の減少、生活保護費等の扶助費の増

加に係る一般財源負担の増加（３２億円の増）をカバーしうることとなります。 

 

《地方交付税等の推移》 
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830

 
    ＊ 平成 11～20年度は決算、平成21年度は決算見込、22年度は予算案 
 

 

※ 臨時財政対策債 

臨時財政対策債（臨財債）は、国の地方財政対策により平成１３年度から導入され

た地方債です。従来、地方全体の財源不足額を地方交付税のうち交付税特別会計の借

り入れにより補てんしていた額について、地方公共団体が自ら地方債を発行すること

により、所要の財源を確保しようとするものです。 

この地方債の元利償還金については、後年度の償還時にその全額が交付税措置され

ることとなっています。 

地方交付税 

臨時財政対策債 
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ウ 市債 

 

① 市債発行額 ５３８億円（対２１年度当初予算比４４億円の増、+８．９％） 

市債発行額は、対前年度比４４億円の増加となっています。これは、地方交付

税の振り替えである臨時財政対策債が、対前年度比６５億円増となったことに

よるものです。また、市債依存度は、１０．１％となり、対前年度比０．５ポ

イント高くなっています。 

建設事業の財源となる通常の市債発行額は、北九州市経営プランに基づき、

投資的経費を市債＋一般財源ベースで抑制しているため、１９億円減少してい

ます。 
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② 市債残高 2２年度末９,２９８億円  

平成２２年度における市債発行額５３８億円から市債元金償還額５８１億円を

差し引くと、平成２２年度末の一般会計市債残高は、９，２９８億円となり、平成

２１年度末に比べて減少する見通しです。 

なお、臨時財政対策債を除いたベースの市債残高は、平成１９年度をピークに減

少傾向となっています。 

    
 

 

一般会計市債残高の推移

6,795
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7,734

8,131
8,315

8,826

9,113
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残高 臨財債除く残高

億円

年度

２０年度までは決算、２１年度は２月補正後、２２年度は当初予算における年度末残高見込み。

（１７年度残高から、大学特別会計引継額を含む。）
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（２）歳 出 
  

ア 義務的経費 

  人件費と公債費が減少したものの、子ども手当の新設等により扶助費が大

幅に増加したため、対21年度当初予算比１５９億円（＋6.6%）増加し、義

務的経費の総額は、過去最高の２,５６２億円となっています。 

 

 

  ○義務的経費  ２，５６２億円（対前年度比 ＋１５９億円＜＋6.6％＞） 

人件費   ７２８億円（対前年度比     ▲０億円＜▲0.1％＞） 

扶助費   １,１３１億円（対前年度比 ＋２０４億円＜＋22.1％＞） 

公債費   ７０３億円（対前年度比  ▲４５億円＜▲6．0％＞） 

                 

○義務的経費比率   ４８．１％（対前年度比 ＋１．７ポイント） 

 

 

 

 

《義務的経費の推移（当初予算ベース）》 
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● 人件費は、行財政改革の推進による常勤職員数の削減等により約１８

億円の減少が見込まれるものの、共済費等の増や早期希望退職制度の導

入に伴う退職者の増等により、前年度から微減に止まっています。 

 

           人件費の推移（当初予算ベース） 
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注　当初予算ベース

退職手当

 
 《主な増減要因》 

 

       ・行財政改革の推進等による支給人員の減      ▲８億円 

＊常勤職員人数▲103人（H21： 6,657人→H22： 6,554人 ） 

・期末勤勉手当の減               ▲１０億円 

   ＊平成 21年人事委員会勧告を反映（4.5 月分→4.15月分） 

・早期希望退職の増                 ７億円 

・共済（長期）や追加費用の料率改定による増     ８億円 

・子ども手当の創設                 ３億円 
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● 扶助費は、子ども手当（＋１６２億円）の新設や被保護人員の増加に
よる生活保護費の増（＋８０億円）が見込まれることなどにより、 

２０４億円の増（＋２２．１％）となっています。 

   

 

     ＊ 扶助費とは、地方公共団体が各種の法令（生活保護法、児童福祉法等）に
基づき、被扶助者に対して支給する費用、及び地方公共団体が単独で行ってい

る各種扶助に要する経費のことをいいます。 

      《主な事業》生活保護費、民間保育所運営費、子ども手当、児童扶養手当、 

乳幼児等医療費などの福祉医療費  等 

 

 

 

 

 

           扶助費の推移（当初予算ベース） 
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● 公債費は、近年の投資的経費の抑制による市債発行の減少等により、

過去最大となった平成２１年度から４５億円減少しています。 

 

 

   《公債費の推移》   

 

703

520

586 581
593

657

633

666

720 723
748

13.2%

14.3%14.2%

12.9%

12.0%

12.4%

10.9%
10.4%

9.1%

11.3%

14.4%

400

500

600

700

800

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 (年度)

(億円)

0%

1%

2%

3%

4%

5%

6%

7%

8%

9%

10%

11%

12%

13%

14%

15%

（

公

債

費

）

（

公

債

費

割

合

）

注　当初予算ベース。
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イ 投資的経費  

 

○投資的経費   ６４９億円（対21年度当初予算比 ＋ ３億円＜＋  ０.５％＞） 

      補助事業費    317億円（対21年度当初予算比  △13億円＜△  ３.８％＞） 

        単独事業費      332億円（対21年度当初予算比  ＋16億円＜＋ ５.１％＞） 

      

        

  ◇ 投資的経費の規模について 

 

■ 投資的経費の規模については、対前年度比３億円増の６４９億円となってい

ます。 

投資的経費については、国の公共事業予算が削減される見通しであることか

ら、補助事業については減少する見込みですが、現下の経済情勢を勘案し、地

域活性化・公共投資臨時交付金基金の活用によって単独事業を上積みすること

で、全体事業量を確保しています。 

  なお、「北九州市経営プラン」に掲げる目標（市債＋一般財源ベースで対前

年度比７％程度削減）についても、単独事業を上積みするための財源を地域活

性化・公共投資臨時交付金基金でまかなうことによって達成できることとなり、

事業費の確保と市負担の削減を両立させることとしています。 

 

 

 ◇投資的経費の対前年度比較（イメージ） 

 

平成２１年度

平成２２年度
市債＋一般財源
421億円

市債＋一般財源
453億円

国県支出金等
199億円

国県支出金等
193億円

地域活性化・
公共投資臨時
交付金基金
29億円

市債＋一般財源
 △32億円（△7％）

646億円

649億円

事業費ベース
　＋3億円（＋0.5％）
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◇ 投資的経費の重点投資について 

 

 ■ 市民に身近な分野への重点投資 

    ○ 本市では、平成１９年度予算以来、都市基盤整備型の公共事業から、

子育て、教育、身近な道路・公園など市民生活に身近な分野の公共事業

に重点化を図ってきています。 

      平成２２年度予算においてもこの取組みをさらに推進し、市民生活密

着型の公共事業の割合は、前年度より7.6 ポイント上昇し、37.9%とな

りました。 

   

事業費 構成比 事業費 構成比

都市基盤整備型公共事業 40,328 62.1% 45,061 69.7% ▲ 4,733 ▲ 10.5

市民生活密着型公共事業 24,620 37.9% 19,555 30.3% 5,065 25.9

合　計 64,948 64,616 332 0.5

（単位：百万円、％）

比較 増減率項　　目
平成２2年度 平成２1年度

 
 

  ＊ 「市民生活密着型公共事業」には、子育て支援や教育・福祉に関する公
共事業に加えて、道路補修や公園整備などの市民生活に身近な公共事業を

含む。 

 

 

  ウ その他 

    

   ① 補助費等は、後期高齢者医療制度に係る療養給付費負担金（１０６億円）

の性質分析が補助費等から繰出金に変更されたことなどにより８８億円の

減（▲21.0％）となっています。 

 

   ② 投資及び出資金は、北部福岡緊急連絡管事業の完成等による上水道事業

会計への出資金の減（▲２５億円）等により、▲２１億円の減（▲54.9％）

となっています。 

 

③ 貸付金は、中小企業融資の増（＋３０億円）等により１２億円の増 
（＋1.6％）となっています。 

 

   ④ 繰出金は、後期高齢者医療制度に係る療養給付費負担金（１０６億円）

の性質分析が補助費等から繰出金に変更されたことなどにより９６億円の

増（＋34.8％）となっています。 
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＜参考＞性質別予算の状況      

 

(単位:千円)　

当初予算額 当初予算額
Ａ Ｂ 

72,787,766 13.7
%

72,830,823 14.1
%
△ 43,057 △ 0.1

%

113,087,115 21.2 92,633,516 17.9  20,453,599  22.1

70,314,462 13.2 74,786,812 14.4 △ 4,472,350 △ 6.0

256,189,343 48.1 240,251,151 46.4  15,938,192  6.6

53,311,985 10.0 52,951,935 10.2  360,050  0.7

8,330,774 1.5 8,906,325 1.7 △ 575,551 △ 6.5

33,057,006 6.2 41,834,546 8.1 △ 8,777,540 △ 21.0

64,948,033 12.2 64,615,322 12.5  332,711  0.5

31,767,504 6.0 33,036,119 6.4 △ 1,268,615 △ 3.8

33,180,529 6.2 31,579,203 6.1  1,601,326  5.1

0 0.0 0 0.0  0  ー

0 0.0 0 0.0  0  ー

0 0.0 0 0.0  0  ー

64,948,033 12.2 64,615,322 12.5  332,711  0.5

31,767,504 6.0 33,036,119 6.4 △ 1,268,615 △ 3.8

33,180,529 6.2 31,579,203 6.1  1,601,326  5.1

1,655,658 0.3 2,050,079 0.4 △ 394,421 △ 19.2

1,726,786 0.3 3,827,800 0.7 △ 2,101,014 △ 54.9

76,061,888 14.3 74,840,609 14.5  1,221,279  1.6

37,293,527 7.0 27,658,233 5.4  9,635,294  34.8

300,000 0.1 300,000 0.1  0  0.0

532,875,000 100.0 517,236,000 100.0  15,639,000  3.0

平 成 21 年 度

構成比

扶 助 費

歳　　 出　　 合　　 計

（Ａ－Ｂ）　　Ｃ Ｃ／Ｂ

性　　 質 　　別

増　(△)　減

比　　　　　較

増減率

平 成 22 年 度

構成比

補助事業費

義
務
的
経
費

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

維 持 補 修 費

物 件 費

補助事業費

単独事業費

単独事業費

人 件 費

貸 付 金

繰 出 金

予 備 費

公 債 費

計

計

補 助 費 等

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

投
　
　
資
　
　
的
　
　
経
　
　
費

補助事業費

単独事業費

 
 
 

 

 



 - 19 -

 

（３）目的別（款別）予算の状況    

 

 
（単位：千円） 

当初予算額 当初予算額
Ａ Ｂ

1 議 会 費 1,688,989 0.3
%

1,697,202 0.3
%

△ 8,213 △ 0.5
%

2 総 務 費 39,682,757 7.4 38,607,929 7.5  1,074,828  2.8

3 保 健 福 祉 費 128,133,486 24.0 115,809,984 22.4  12,323,502  10.6

4 子 ど も 家 庭 費 58,432,961 11.0 46,122,942 8.9  12,310,019  26.7

5 環 境 費 15,738,677 3.0 15,715,369 3.0  23,308  0.1

6 労 働 費 1,379,159 0.3 830,090 0.2  549,069  66.1

7 農 林 水 産 業 費 2,294,926 0.4 2,182,663 0.4  112,263  5.1

8 産 業 経 済 費 86,636,908 16.3 83,882,168 16.2  2,754,740  3.3

9 土 木 費 45,121,994 8.5 50,469,498 9.8 △ 5,347,504 △ 10.6

10 港 湾 費 6,665,287 1.2 6,611,676 1.3  53,611  0.8

11 建 築 行 政 費 15,860,440 3.0 16,216,051 3.1 △ 355,611 △ 2.2

12 消 防 費 12,852,451 2.4 14,121,571 2.7 △ 1,269,120 △ 9.0

13 教 育 費 33,223,461 6.2 32,749,991 6.3  473,470  1.4

14 災 害 復 旧 費 1,004 0.0 1,205 0.0 △ 201 △ 16.7

15 諸 支 出 金 84,862,500 15.9 91,917,661 17.8 △ 7,055,161 △ 7.7

16 予 備 費 300,000 0.1 300,000 0.1  0  0.0

532,875,000 100.0 517,236,000 100.0  15,639,000  3.0歳　　 出　　 合　　 計

（Ａ－Ｂ）　　Ｃ Ｃ／Ｂ

款　　 　 　　別

増　(△)　減

比　　　　　較

増減率

平 成 22 年 度

構成比

平 成 21 年 度

構成比
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■主な目的別（款別）増減については、次のとおりです。 

 

  ○総 務 費 ＋１１億円（22：３９７億円←21：３８６億円） 

   若松運動場改修事業（＋５億円）や平成 22 年度国勢調査（＋5 億円）な

どの増加によるものです。 

 

 

   ○保健福祉費 ＋１２３億円（22：１,281億円←21：１,１58億円） 

      増加の主な要因は、生活保護の被保護人員の増に伴う生活保護費の増加（ 

＋８０億円）や特別養護老人ホーム等建設事業（＋１０億円）、小池学園成人部

改築移転工事（＋１１億円）などの増加によるものです。 

 

       

   ○子ども家庭費 ＋１２３億円（22：５８４億円←21：４６１億円） 

    増加の主な要因は、子ども手当の創設（＋１６２億円）や保育所整備費（ 

＋６億円）などの増加によるものです。 

    一方、既存の児童手当は２ヶ月分のみの支給となり、６１億円減少しています。 

 

 

○労 働 費  ＋６億円（22：１４億円←21：８億円） 

    雇用対策として緊急雇用創出事業（＋３億円）やふるさと雇用再生事業 

（＋２億円）を計上したことにより増加したものです。 

 

 

○産業経済費  ＋２７億円（22：８６６億円←21：８３９億円） 

増加の主な要因は、中小企業融資（＋３０億円）によるものです。 

 

 

   ○土 木 費  ▲５４億円（22：４５１億円←21：５０５億円）  

     国の公共事業の減少が見込まれることなどにより、投資的経費が５１億円減と 

なり、全体で５４億円の減となっています。 

 

 

○消 防 費  ▲１２億円（22：１２９億円←21：１４１億円） 

    平成 21 年度に消防ヘリコプターの更新事業（１４億円）があったことな

どから、全体で１２億円の減となっています。 

 

 

○諸 支 出 金  ▲７０億円（22：８４９億円←21：９１９億円） 

公債費の減少による公債償還特別会計繰出金の減（▲４５億円）や北部福

岡緊急連絡管事業の完成等による上水道事業会計への繰出金の減（▲２５億

円）等により、７０億円の減となっています。 
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３ 普通特別会計・企業会計 
 

（単位：千円） 

 

当初予算額 当初予算額
Ａ B 

国 民 健 康 保 険 113,339,000 10.0 117,503,000 9.9 △ 4,164,000 △ 3.5

食 肉 セ ン タ ー 443,000 0.0 450,000 0.0 △ 7,000 △ 1.6

簡 易 水 道 1,000 0.0 1,000 0.0  0  0.0

中 央 卸 売 市 場 756,800 0.1 872,200 0.1 △ 115,400 △ 13.2

渡 船 356,200 0.0 408,900 0.0 △ 52,700 △ 12.9

国 民 宿 舎 11,000 0.0 7,500 0.0  3,500  46.7

競 輪 、 競 艇 90,245,000 7.9 110,320,000 9.3 △ 20,075,000 △ 18.2

土 地 区 画 整 理 1,377,000 0.1 1,430,000 0.1 △ 53,000 △ 3.7

土地区画整理事業清算 3,700 0.0 5,000 0.0 △ 1,300 △ 26.0

港 湾 整 備 9,519,000 0.8 10,481,000 0.9 △ 962,000 △ 9.2

公 債 償 還 177,085,000 15.6 209,362,000 17.6 △ 32,277,000 △ 15.4

住 宅 新 築 資 金 等 貸 付 113,600 0.0 147,100 0.0 △ 33,500 △ 22.8

土 地 取 得 25,300 0.0 26,000 0.0 △ 700 △ 2.7

老 人 保 健 医 療 1,568,000 0.1 1,082,000 0.1  486,000  44.9

駐 車 場 753,000 0.1 759,000 0.1 △ 6,000 △ 0.8

母 子 寡 婦 福 祉 資 金 507,700 0.1 533,400 0.1 △ 25,700 △ 4.8

産 業 用 地 整 備 1,980,000 0.2 3,841,000 0.3 △ 1,861,000 △ 48.5

廃 棄 物 発 電 1,304,000 0.1 1,040,000 0.1  264,000  25.4

漁 業 集 落 排 水 25,800 0.0 29,600 0.0 △ 3,800 △ 12.8

介 護 保 険 72,536,000 6.4 69,875,000 5.9  2,661,000  3.8

空 港 関 連 用 地 整 備 5,400 0.0 60,000 0.0 △ 54,600 △ 91.0

学術研究都市土地区画整理 2,330,000 0.2 2,147,000 0.2  183,000  8.5

臨 海 部 産 業 用 地 貸 付 214,800 0.0 365,800 0.0 △ 151,000 △ 41.3

後 期 高 齢 者 医 療 13,725,000 1.2 12,692,000 1.1  1,033,000  8.1

小　　　　　計 488,225,300 42.9 543,438,500 45.8 △ 55,213,200 △ 10.2

上 水 道 事 業 30,283,100 2.6 38,599,430 3.2 △ 8,316,330 △ 21.5

工 業 用 水 道 事 業 3,076,300 0.3 3,070,710 0.3  5,590  0.2

交 通 事 業 2,321,390 0.2 2,407,830 0.2 △ 86,440 △ 3.6

病 院 事 業 27,187,410 2.4 27,734,810 2.3 △ 547,400 △ 2.0

下 水 道 事 業 53,338,990 4.7 54,374,580 4.6 △ 1,035,590 △ 1.9

小　　　　　計 116,207,190 10.2 126,187,360 10.6 △ 9,980,170 △ 7.9

企
　
業
　
会
　
計

構成比

平 成 ２１ 年 度

構成比
（Ａ－Ｂ）　　Ｃ Ｃ／Ｂ

会　　 計 　　別
増　(△)　減

比　　　　　較

増減率

平 成 ２２ 年 度

普
　
　
　
　
通
　
　
　
　
特
　
　
　
　
別
　
　
　
　
会
　
　
　
　
計
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■主な会計別増減については、次のとおりです。 

 

  ○国民健康保険特別会計 ▲４２億円（22：１,133億円←21：１,１75億円） 

療養給付費等の保険給付費の減や老人保健拠出金の減により、会計規模が減少 

  するものです。 

  

   ○競輪、競艇特別会計 ▲２０１億円（22：902億円←21：１,１03億円） 

   競艇事業において、２２年度に大規模なレースの開催がないため、会計規模

が減少するものです。 

 

    ○公債償還特別会計 ▲３２３億円（22：１,771億円←21：2,094 億円） 

   市債の借換に伴い発行する借換債の発行が、前年度より大幅に減少するため、

会計規模が減少するものです。 

 

  ○老人保健医療特別会計 ＋５億円（22：１６億円←21：１１億円） 

   医療給付費が減少する一方で、平成 22 年度末の特別会計の廃止により、剰

余金を一般会計へ繰出す予算を計上したため、差し引きで 5 億円の増となって

います。 

 

○産業用地整備特別会計 ▲１８億円（22：２０億円←21：３８億円） 

   北九州空港跡地産業団地整備事業やサイエンスパーク整備事業の分譲用地の

整備がほぼ完了すること等による事業費の減などにより、会計規模が減少する

ものです。 

 

○介護保険特別会計 ＋２６億円（22：７２５億円←21：６９９億円） 

   保険給付費の増加が見込まれることなどにより、２６億円の増加となってい

ます。 

 

○後期高齢者医療特別会計 ＋１０億円（22：１３７億円←21：１２７億円） 

   広域連合への納付金の増加が見込まれることなどから、10億円の増加となっ

ています。 

 

  ○上水道事業会計 ▲８３億円（22：303億円←21：386億円） 

 北部福岡緊急連絡管整備事業や水道用水供給事業の完成に伴う減等により、

会計規模が減少するものです。 

    

  ○下水道事業会計 ▲１１億円（22：533億円←21：544億円） 

   企業債償還金の減等により、会計規模が減少するものです。 
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Ⅲ 平成２２年度予算の主な事業 (一部平成２１年度２月補正を含む) 

 

１ 市民の生活を守る 

（１）緊急経済・雇用対策 

 Ａ 経済対策 

①投資的経費の確保                   64,948,033 千円 

  《概要》国の公共事業の減少が見込まれる中、本市の厳しい経済情勢を踏まえ、

地域活性化・公共投資臨時交付金基金（国の平成２１年度１次補正予算

で措置）を活用し、単独事業を５．１％伸ばすことにより、所要の事業

量を確保するもの。 

     なお、北九州市経営プランに基づく収支改善目標（地方債＋一般財源

ベースで対前年度７％削減）も同時に達成している。 

 

 ②投資的経費等の前倒し・追加実施 ２１年度２月補正予算  2,995,000 千円 

 《概要》国の平成２１年度２次補正予算により創設された「地域活性化・きめ

細かな臨時交付金」等を活用し、道路、公園、河川、市営住宅等の整備

や維持修繕経費約３０億円の公共事業等の前倒し・追加を実施する。 

           

 拡充                   （うち拡充分 2,970,000 千円） 

③中小企業融資【産業経済局】          65,500,000 千円 

《概要》中小企業の事業に必要な資金を融資し、経営基盤の安定・強化及び経営

環境の変化への対応を支援するため、十分な貸付枠を確保する。 

    特に、売上の減少等による運転資金を支援する「緊急経営安定資金」に

ついては、前年度より約１２５億円増額するとともに、融資限度額の引き

上げ（4,000 万円→8,000 万円）や融資期間の延長（７年→１０年）を

行う。 

 

 新規                                       

④建設業総合対策事業【産業経済局】          20,000 千円 

《概要》厳しい経営環境にある中小建設業の経営力を強化するため、経営革新や

新分野進出などの取組みを総合的に支援する。 

 

新規                                        

⑤ビズマッチ推進事業【産業経済局】          10,000 千円 

《概要》技術連携等を目的とする大都市圏におけるビジネスマッチング商談会を

開催するとともに、機械・金属分野の大規模展示会にものづくり企業のブ

ースを設け、販路開拓を支援する。 
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 拡充                    （うち拡充分 40,000 千円） 

⑥コンベンション開催助成金拡充事業【産業経済局】   82,000 千円 

  《概要》地域経済の活性化等を図ることを目的に、経済効果の高いコンベンシ

ョン（学会、大会等）の開催誘致を強化するため、主催者に対し開催経費

の一部を助成する制度を拡充する。 

 

 

 Ｂ 雇用対策 

 

 新規 

 ①高卒等未就職者支援事業【産業経済局】２１年度２月補正予算 58,394 千円 

《概要》今春高校を卒業する生徒等で、就職内定を得ることなく未就業となる者

を対象に、社会人としての基礎的なマナー研修（０ｆｆ－ＪＴ）などにあ

わせ、企業への派遣による研修（ＯＪＴ）を実施することにより、未就職

者のスキルアップと就職を支援する。（新規雇用者数５０人） 

 

継続 

②緊急雇用創出事業【産業経済局ほか】        343,927 千円 

《概要》県の緊急雇用創出事業臨時特例基金を活用し、離職を余儀なくされた非

正規労働者等の失業者に対して、市の委託事業などにより、短期雇用を創

出する。（平成２２年度雇用者数３５９人 うち新規雇用者数３４１人） 

        

 

継続 

③ふるさと雇用再生特別基金事業【産業経済局ほか】  155,210 千円 

《概要》県のふるさと雇用再生特別基金を活用し、地域の実情や創意工夫に基づ

き、地域求職者等を雇い入れて行う事業を企画し、市の委託事業により継

続的な雇用機会の創出を図る。（平成２２年度雇用者数３７人 うち新規

雇用者数３人） 

 

新規  

④「知恵と工夫で雇用創出！」支援事業【産業経済局】 30,000 千円 

《概要》新規事業や新しいビジネスアイデアによる事業拡充を行う市内民間事業

者が、市内の求職者を新たに正規雇用する場合、雇用人数に応じた補助金

を交付することで、雇用創出と産業振興を図る。２ヵ年で約１００名の新

規雇用の創出を目指す。 
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  新規 

  ⑤ひとり親家庭の在宅就業支援事業【子ども家庭局】  44,200 千円 

（他に債務負担 39,000 千円） 

《概要》ひとり親等の在宅就業について、業務の開拓、従事者の能力開発、相談

支援等の一体的取組みを実践し、就業の拡大に向けた環境整備を図る。 

   

  拡充                    （うち拡充分 13,500 千円） 

⑥求職者を対象とした就職活動を強化するためのスキルアップ研修  

【産業経済局】 43,500 千円 

  《概要》求職者の早期就職を支援するため、就職活動の強みとなる資格取得を

目的とした講座を実施する。さらに、求人の多い業種とのマッチングを

図るため、地元企業の協力を得て、職場見学及び就労体験を盛り込んだ

就職支援講座を実施し、地元就職を促進する。 

 

 

（２）水害や震災対策、モラル・マナーアップなど市民生活の安全・安心対策 

 

Ａ 水害や震災などの災害対策の充実 

新規                                      （うち拡充分 1,830,000 千円） 

①水害から市民を守る緊急整備事業【建設局】     2,180,000 千円 

 （他に債務負担 285,000 千円） 

《概要》昨年７月の豪雨による浸水被害の発生箇所において、河川・下水道施設

の緊急整備を行うとともに、災害時に活用する河川情報システムの整備な

どを推進する。 

 

新規 

②市有建築物耐震化推進事業【建築都市局】       162,300 千円 

《概要》市の耐震改修促進計画に基づき、耐震化に努めるべき市有特定建築物に

ついて、耐震診断などを行い、耐震化に取り組む。 

 

継続                                        

③学校施設耐震補強事業【教育委員会】        1,452,700 千円 

《概要》学校施設に必要な耐震性能を確保するため、優先度の高い９０校の耐震

診断を平成２２年度までに終え、診断の結果、Is 値 0.3 未満の校舎等が

ある学校の耐震補強計画及び耐震補強工事を順次実施する。 
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新規                                          

④災害対策の強化【消防局】                    35,450 千円 

《概要》平成２１年７月の豪雨災害を踏まえ、自然災害への対応力を強化するた

め、資機材の充実や区対策部をはじめとした防災体制の強化を図る。 

      併せて、地域の消防・防災活動に従事する消防団員の処遇改善等を行い、 

活動の強化を図る。 

 

Ｂ 安全・安心な暮らしの充実 

継続  

①新型インフルエンザ対策事業【保健福祉局】          32,000 千円 

《概要》新型インフルエンザの流行による市民の健康や生活への影響を低減する

ため、医療体制の整備・市民への広報等、新型インフルエンザ対策の推進

を図る。 

 

新規                                          

②公共施設 AED 設置事業 

【総務市民局 企画文化局 子ども家庭局 産業経済局】  88,920 千円 

《概要》市民が安心して利用できるよう、市民センターやスポーツ施設、公立保 

育所など自動体外式除細動器（AED）が未設置の施設にＡＥＤを設置する。 

 

拡充                     （うち拡充分 17,000 千円） 

③モラル・マナーアップの推進【総務市民局】       47,870 千円 

《概要》迷惑行為をなくすため、小倉都心の重点地区内の巡視活動を実施すると

ともに、地域団体の自主的な取組への支援を行う。また、重点地区の追加・

拡大を行い、さらなるモラル・マナーアップの推進を図る。 

 

拡充                     （うち拡充分 12,000 千円） 

④暴力追放運動の推進【総務市民局】              47,582 千円 

《概要》警察等との連携を深め、官民一体となった暴力追放運動を推進するとと

もに、暴力被害相談の充実及び公共工事における妨害防止策の強化を図る。

さらに、暴力団排除に向けた市条例を制定する。 

 

拡充                                        （うち拡充分 9,800 千円） 

⑤おでかけ交通事業【建築都市局】             18,400 千円 

《概要》地域住民を中心に交通事業者や市が連携して進める「おでかけ交通」事

業において、車両購入費等及び試験運行、運行継続に必要な経費の一部を

助成する。 
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拡充                    （うち拡充分 57,128 千円） 

⑥消費生活相談体制及び消費者被害未然防止策の充実【総務市民局】 

161,708 千円 

《概要》多重債務問題をはじめ、ますます多様化・複雑化する消費者問題の円滑

な解決を図るため、これまで実施してきた各区相談窓口体制整備や消費者

被害防止施策に加え、「福岡県消費者行政活性化基金事業補助金」を活用

した新たな取組みを実施し、消費者行政を強化・充実する。 

 

新規  

 ⑦北九州市非核平和都市宣言推進事業【総務市民局】     3,017 千円 

  《概要》「北九州市非核平和都市宣言」の実施を契機に、市民に対して、戦争が

もたらした惨禍や平和の尊さを伝えるため、宣言記念碑の設置や平和へ

の願いを込めて植えられた「嘉代子桜・親子桜」を広める取組みなどを

進める。 

 

Ｃ 高齢者・障害者施策の充実 

新規  

①高齢者緊急時あんしん事業【保健福祉局】            5,100 千円 

《概要》一人暮らし高齢者等が、緊急連絡先やかかりつけ医等の情報を「（仮称）

あんしんキット」等にまとめて整理し、冷蔵庫等に保管。万一の時に駆け

つけた人が情報を活用できる安心の仕組みを、区保健・医療・福祉・地域

連携推進協議会の協力を得て構築する。 

 

拡充                    （うち拡充分 1,039,899 千円）       

②特別養護老人ホーム等建設補助事業【保健福祉局】    1,383,899 千円 

《概要》在宅での介護が困難となった寝たきりなどの高齢者が入所する特別養護

老人ホームと認知症の増加に伴い需要が見込まれるグループホーム等の

建設を促進する。また平成２１年４月からスプリンクラーの設置が義務化

されたグループホームに対し、スプリンクラーの設置を促進する。 

 

継続  

③小池学園成人部改築移転工事【保健福祉局】      1,076,300 千円 

《概要》若松区小敷にある小池学園成人部の老朽化に伴い、八幡西区石坂におい

て、平成 23 年度の開設に向け、改築移転工事に着手する。 

 

新規  

④発達障害者支援センター西部分所設置事業【保健福祉局】 11,０00 千円 

《概要》 発達障害のある人やその家族からの相談件数の増加に対応するため、

本市西部地区に「発達障害者支援センター」の分所を新たに設置し、本

市における相談支援体制の強化を図る。 
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２ 未来をひらく 

 

（１）地球温暖化対策や先進技術などを活かした産業の活性化 

 

 Ａ 地球温暖化対策と環境関連産業の育成 

 

新規 

①「八幡東田スマートコミュニティ構想」推進事業【環境局】7,200 千円 

《概要》環境配慮のまちづくりが進んでいる東田地区で、エネルギー基盤と ICT

基盤を融合させたスマートグリッドを構築して、低炭素社会実現に向けた

先導的な役割を果たすとともに、地域産業の振興にもつなげるため、地域

推進協議会を設置し、準備を進める。 

 

新規 

②地域グリーンニューディール基金活用事業 

【総務市民局】60,000 千円 

【環境局】658,100 千円 

【建設局】140,000 千円 

《概要》平成２１年９月補正で積み立てた地域グリーンニューディール基金を

活用し、公共施設等に太陽光パネルや LED 照明を設置するなど、広く低

炭素社会づくりの PR（見える化、感じる化）等を行う。 

 

拡充                     （うち拡充分 17,600 千円） 

③環境モデル都市アクションプラン推進事業【環境局】      25,000 千円 

《概要》環境モデル都市を推進するため、市民等への支援制度や、低炭素都市推

進協議会等の仕組みを活用した国・関係機関への支援獲得のための働きか

けを継続し、併せて、国内外へのアピールを積極的に進める。 

 

新規 

④（仮称）アジア低炭素化センター創設事業【環境局】    38,000 千円 

 《概要》環境技術や社会技術のアジア地域への積極的な移転を進め、社会の仕

組みの変革を図り、新しい価値観や文化を創造する“アジアの低炭素革

命”の拠点を目指し、国内初となる「（仮称）アジア低炭素化センター」

を創設する。 
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新規 

⑤環境・エネルギー技術革新企業集積特別助成金【産業経済局】 

                                     120,000 千円 

《概要》低炭素社会の実現に不可欠な、温室効果ガスの削減に貢献する技術開 

発、または製品製造に取り組む企業（環境技術革新企業）の本市への集

積を促すために、対象企業に対し助成金を交付する。 

 

新規 

⑥先導的炭素化技術拠点形成事業【産業経済局】           88,020 千円 

《概要》環境モデル都市の取組みを技術や産業面で推進するため、産学官の新た

な「（仮称）先導的低炭素化技術研究推進戦略会議」を設置し、低炭素化

技術に関する研究開発から実証実験まで、学研都市の支援体制を一本化す

るとともに、事業化を目指した戦略的な技術開発プロジェクトを創出、推

進し、新たな環境産業の集積と振興を図る。 

 

継続 

⑦公用車における低公害車普及事業【環境局】         5,800 千円 

             （他に債務負担 30,500 千円） 

《概要》市役所が次世代自動車を率先導入することにより、市民の信頼確保、認

知度向上を図り、需要を喚起するため、平成 22 年度は電気自動車７台、

プラグインハイブリッド車１台を新規導入する。 

 

新規 

⑧低炭素社会総合学習システム（ＳｕｐｅｒＣＡＴ）関連事業【環境局】 

                      一部再掲        107,000 千円 

《概要》市内に多数ある環境学習施設を有機的に連携させ、周遊しやすいシステ

ムを設置し、市民が、低炭素社会づくりに必要とされる知識を総合的に学

べるような環境学習システムを構築する。 

 

新規 

 ⑨低炭素型の街づくり事業【建設局】 一部再掲      794,500 千円 

                  ２１年度２月補正予算    750,000 千円 

《概要》小倉都心地区や黒崎副都心地区などにおいて、太陽光発電設備やＬＥＤ

照明を活用した環境モデル都市のシンボルとなる施設整備を実施し、環境

負荷の低減を図る。 

 

 新規 

 ⑩内航フェリーモーダルシフト推進事業【港湾空港局】   83,000 千円 

《概要》「北九州市地球温暖化対策地域推進計画」に定めるＣＯ２の削減を推進

するため、環境負荷の小さいフェリーへのモーダルシフトに対する助成を

行う。  
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 Ｂ 新たな企業の誘致や中小企業への成長支援 

 

継続                                                        

①国際物流特区企業集積特別助成金【産業経済局】   3,450,000 千円 

《概要》国際物流特区企業集積助成金の交付により、重点誘致産業を中心に、さ

らなる企業立地の促進と雇用の創出・拡大を図る。 

 

新規 

②中心市街地都市型ビジネス振興事業【産業経済局】       9,500 千円 

《概要》オフィスビル等の空室の増加が進む小倉中心市街地において、小規模オ

フィスの入居支援や民間主体によるビジネス環境向上のための取組みな

ど、主として起業家等の集積とオフィス街の活性化を目指す都市型ビジネ

ス振興施策を推進し、中心市街地と本市産業の活力向上を図る。 

 

新規                                        

③建設業総合対策事業【産業経済局】再掲         20,000 千円 

《概要》厳しい経営環境にある中小建設業の経営力を強化するため、経営革新や

新分野進出などの取組みを総合的に支援する。 

 

新規                                        

④ビズマッチ推進事業【産業経済局】再掲         10,000 千円 

《概要》技術連携等を目的とする大都市圏におけるビジネスマッチング商談会を

開催するとともに、機械・金属分野の大規模展示会にものづくり企業のブ

ースを設け、販路開拓を支援する。 

 

拡充                    （うち拡充分 2,970,000 千円） 

⑤中小企業融資【産業経済局】再掲            65,500,000 千円 

《概要》中小企業の事業に必要な資金を融資し、経営基盤の安定・強化及び経営

環境の変化への対応を支援するため、十分な貸付枠を確保する。 

    特に、売上の減少等による運転資金を支援する「緊急経営安定資金」に

ついては、前年度より約１２５億円増額するとともに、融資限度額の引き

上げ（4,000 万円→8,000 万円）や融資期間の延長（７年→１０年）を

行う。 

 

新規                                        

⑥がんばる！中小企業 元気発進応援プロジェクト【産業経済局】   

1,800 千円 

《概要》地域経済の将来を担う中小企業の後継者等を育成するため、北九州市立

大学ビジネススクール及び経営情報学科の受講を促進し、より高い次元の

経営スキルを体系的に修得することができる機会を提供する。 

 

 



  

- 31 - 

 （２）アジアのゲートウェイ機能を活かした国際戦略 

 

新規 

①（仮称）アジア低炭素化センター創設事業【環境局】再掲 

   38,000 千円 

 《概要》環境技術や社会技術のアジア地域への積極的な移転を進め、社会の仕

組みの変革を図り、新しい価値観や文化を創造する“アジアの低炭素革

命”の拠点を目指し、国内初となる「（仮称）アジア低炭素化センター」

を創設する。 

 

新規                                        

②東アジア経済連携・技術交流促進事業【産業経済局】 10,000 千円 

《概要》東アジア地域における経済連携と技術交流を集中的かつ効果的に推進す

るために、「環黄海経済・技術交流会議」をはじめとする４つの国際会議

を｢環境・エネルギー｣という共通テーマで同時開催することにより、「ア

ジアの技術首都」「世界の環境首都」を目指す北九州市の環境関連産業を

強力に PR し、国際ビジネス展開の促進を図る。 

 

新規                                          

③アジアゲートウェイ推進事業【企画文化局】            5,000 千円 

《概要》成長著しいアジアの活力を本市に誘引するため、中国を中心に本市の

地域資源を生かした総合プロモーションや受入体制の構築等を行う。 

 

新規                                          

④（仮称）日中韓東アジア文学フォーラム in 北九州事業【企画文化局】 

          20,000 千円 

《概要》日中韓三ヶ国を代表する作家や詩人、文芸評論家などが参加する文学 

フォーラムを実施し、本市と東アジアの文化的な交流を深める。 

 

継続      

⑤北九州港利用促進補助事業【港湾空港局】             54,600 千円 

《概要》アジアを中心に北九州港の利用促進を図るため、広域集貨、新規航路

誘致、既存航路拡充にかかる補助事業を行う。 

 

新規      

⑥北九州空港大型貨物専用機就航支援事業【港湾空港局】 177,600 千円 

《概要》北九州空港へ航空貨物の集積を図るとともに、貨物専用便の誘致に

取り組む。 
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（３）まちに活力を吹き込むにぎわいづくりの推進 

 

Ａ 中心市街地のにぎわいづくり 

 

新規                                        

①九州厚生年金会館開業準備等事業【企画文化局】       219,600 千円 

《概要》九州厚生年金会館の舞台設備等の改修を行う。また、平成２２年１０月 

にリニューアルオープンを記念してイベントを実施し、広く市民への周知 

を図る。 

 

継続                                           

②（仮称）北九州市漫画ミュージアム開設準備事業【企画文化局】 

39,200 千円 

《概要》松本零士氏を始めとする本市ゆかりの漫画家とその作品を中心に、様々 

な漫画の魅力を幅広い世代に伝えるために漫画文化の拠点「（仮称）北九 

州市漫画ミュージアム」の開設に向け準備を進める。 

 

継続 

③中心市街地暮らし・にぎわい再生事業【建築都市局】   278,000 千円 

《概要》中心市街地活性化基本計画の区域内（小倉地区・黒崎地区）で行われる

都市機能のまちなか立地・空きビル再生等の事業に対し、国土交通省の制

度を活用した支援を行い、中心市街地の賑わいづくりを進める。 

 

新規 

④黒崎地区ひとづくり・まちづくり総合支援事業【建築都市局】 

10,000 千円 

《概要》地域のまちづくり活動を牽引する地元人材の育成や、コミュニティを活

かした新たな魅力づくりの実践など、地域の主体的な取り組みを総合的に

支援し、黒崎地区が目指す「人にやさしいまちづくり」の推進を図る。 

 

継続 

⑤黒崎副都心「文化・交流拠点地区」整備事業 

【建築都市局 教育委員会】  171,000 千円 

【建築都市局】２１年度２月補正 350,000 千円 

（他に債務負担 3,900 千円） 

《概要》平成２１年度は、事業用地の一部買戻しを行う。平成２２年度より PFI

事業による図書館、ホール、広場などの整備に向け、施設の設計などを進

め、年内に工事着手を図り、平成２４年夏オープンを目指す。併せて、図

書館の貸出・閲覧用資料の購入等を計画的に進める。 
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Ｂ その他のにぎわいづくり 

 

新規  

①火野葦平没後 50 年記念事業【企画文化局 教育委員会】 10,000 千円 

《概要》火野葦平の没後 50 年を契機に、改めて本市ゆかりの芥川賞作家・火 

野葦平の文学や人間像にふれる記念事業等を官民協働で実施する。 

 

 

拡充    （うち拡充分 70,700 千円） 

②歴史的建造物保存活用事業【産業経済局】 79,700 千円 

  《概要》歴史的建造物である旧 JR 九州本社ビル、旧三宜楼を新たな魅力ある観

光拠点として保存・活用を行う。平成２２年度については、旧 JR 九州本

社ビルは、耐震補強・内部改修工事、旧三宜楼は、建物補修工事等を行う。 

 

新規                                       

③近代化遺産を活かしたまちづくり推進事業【企画文化局】 １,500 千円 

《概要》世界遺産候補となっている市内の近代化遺産等を市民にＰＲし、世界遺

産登録に向けた機運の醸成を図るとともに、候補資産等を活かしたまちづ

くりを推進する。 

 

新規                                          

④ディスカバー北九州キャンペーン事業【企画文化局】       2,200 千円 

《概要》市民がまちの魅力に気づき、愛着と誇りを持てるように、本市の優れた 

資源や財産を見つめ直し、地域を再発見する「ディスカバー北九州キャン 

ペーン」を展開する。 

 

 

（４）次世代を担う人材の育成 

  

Ａ 子育て支援の推進 

 

新規 

①子ども手当【子ども家庭局】           16,233,000 千円 

《概要》次世代の社会を担う子どもの育ちを社会全体で支援する観点から、中学

校修了までの児童を対象に一人につき月額１３，０００円を支給する。 
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拡充                                         （うち拡充分  26,000 千円）  

②乳幼児等医療費支給制度【子ども家庭局】        2,438,400 千円 

  《概要》子育てに関する経済的負担を軽減するため、小学校３年生までの乳幼

児等に係る医療費（ただし、小学生期は入院医療費のみ）の自己負担額

を助成する。さらに、平成２２年１０月から入院医療費の助成について

小学校６年生まで拡大する。 

 

拡充                                       （うち拡充分 1,557,600 千円） 

③放課後児童健全育成事業【子ども家庭局】             2,194,335 千円 

 《概要》放課後、保護者のいない小学校低学年児童の健全育成を図る放課後児童    

       クラブを、低学年や留守家庭に限らず、希望する全ての児童を受け入れら      

       れるよう整備・拡充する。また、７０人を超えるクラブの分割（複数化）

を行う。 

 

拡充                      （うち拡充分 231,500 千円） 

 ④保育所の適正配置【子ども家庭局】          245,500 千円 

  《概要》保育所が不足する地域に民間保育所の新規開設を行う。また、施設の

老朽改築と併せて公立保育所の民営化を推進し、運営の効率化と保育環

境の向上を図る。 

 

 拡充                      （うち拡充分 6,000 千円） 

 ⑤乳幼児発達相談・支援事業【子ども家庭局】        11,000 千円 

  《概要》心身の発達が気になる乳幼児を早期に発見・支援するため、わいわい

子育て相談や親子遊び教室の拡充を図るとともに、保育所に新たに親子

通園クラスを設置し、在家庭の親子に対し、遊びや相談などを通じて、

保育所や幼稚園への移行支援等を行う。 

 

 Ｂ 未来を担う子どもたちの教育の充実 

 

新規                                        

①未来をひらく学校づくり支援事業【教育委員会】     111,600 千円 

《概要》「北九州市子どもの未来をひらく教育プラン」における重点取組み（あ

いさつ運動、読書活動、健康な体づくり）を推進するとともに、各学校が

新教育プランに沿って独自に企画・提案する取組みに対し支援を行う。 

 

拡充                    （うち拡充分 1,280,000 千円）            

②中学校完全給食実施事業【教育委員会】        2,217,000 千円 

（他に債務負担 1,782,000 千円） 

《概要》平成 21 年度から段階的に実施している中学校完全給食に関し、平成

23 年 4 月の全校（62 校）実施に向け、施設整備及び運営を行う。 
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新規 

③特別支援学級補助講師の配置事業【教育委員会】     38,000 千円 

《概要》特別支援学級に市費講師を配置することにより、特別支援学級の教育の

充実を図る。 

 

継続                                   

④確かな学力の向上【教育委員会】              41,380 千円 

《概要》新学習指導要領の全面実施に向けて、各学校で作成する教育課程の基盤

となる「北九州スタンダードカリキュラム」や補助教材の作成・配布を行

うとともに、学力向上を推進するための実践モデル校を１０校指定するな

ど、本市全体の学力を高める取組みを推進する。 

 

新規  

⑤子どもの読書活動の推進【教育委員会】 一部再掲     20,500 千円 

《概要》【学校での取組み】 

小中学校における読書活動を一層推進するため、７校の中学校（モデル 

校）に学校図書館嘱託職員を配置する。嘱託職員は、自校及び校区の小 

学校において、ブックヘルパーとともに、学校図書館運営の業務を行う。 

【家庭等での取組み】 

親子で読書に親しむ家読（うちどく）の推進など家庭での読書習慣の定

着を図るとともに、「北九州市子ども読書活動推進計画」の次期計画を

策定し、学校・家庭・地域・図書館が連携して、子どもの読書活動を推

進する。 

 

拡充                     （うち拡充分 65,920 千円） 

⑥私立幼稚園における幼児教育の充実と子育て支援【教育委員会】 

           295,669 千円 

《概要》私立幼稚園における子育て支援機能の充実等を促進するため、子育て支

援保育補助員の雇用に対し、雇用日数に応じた助成を行うもの。 

    また、小１プロブレムの解消や健康診断の充実、幼稚園における心身障

害児対応に対する助成の拡充を行う。 
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 Ｃ 市民との協働と地域を支える人材の育成 

新規 

①黒崎地区ひとづくり・まちづくり総合支援事業【建築都市局】再掲 

10,000 千円 

《概要》地域のまちづくり活動を牽引する地元人材の育成や、コミュニティを

活かした新たな魅力づくりの実践など、地域の主体的な取り組みを総合的

に支援し、黒崎地区が目指す「人にやさしいまちづくり」の推進を図る。 

 

新規 

②子育てに優しいまちづくり推進事業【子ども家庭局】   5,000 千円 

《概要》地域ぐるみで子育てを支える取り組みを進めるため、小学校区単位を

基本にアドバイザーの派遣等の支援を行い、子育てサポーターや地域の子

育て支援団体などが連携・協力した子育て支援活動を促進する。 

 

継続 

③地域総括補助金【総務市民局】               291,597 千円 

《概要》住民主体の地域づくりを促進するため、まちづくり協議会に対し、市

部局が事業ごとに交付していた補助金（１３項目）を一括交付する。 

新規 

④「ＮＰＯとの協働によるまちづくり」人材育成事業【総務市民局】 

   3,000 千円 

《概要》ＮＰＯと市との協働を広げる環境づくりを目的に、ＮＰＯと市職員が相

互理解を深めるための合同ワークショップ等を実施する。また、協働の実

践現場で適切な助言・支援を行う「協働コーディネーター」の育成を図る。 

 

継続 

⑤コミュニティ活動促進事業【総務市民局】        12,144 千円 

《概要》地域づくり活動の活性化を図るため、自治会への加入促進を支援すると

ともに、地域団体やＮＰＯ等が、まちづくりのための研修会・講演会等を

開催する場合に、専門家を講師として派遣する「まちづくり専門家派遣事

業」などを実施する。 

 

継続 

⑥ＮＰＯ・ボランティア活動促進事業【総務市民局】    16,600 千円 

《概要》市民活動の促進のため、市民活動サポートセンターを中心に、ＮＰＯ・

ボランティア活動に関する相談受付、情報提供、研修・啓発事業などの各

種支援を実施する。 

 


